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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

第１四半期連結
累計期間

第34期
第１四半期連結
累計期間

第33期

会計期間
自平成25年９月１日
至平成25年11月30日

自平成26年９月１日
至平成26年11月30日

自平成25年９月１日
至平成26年８月31日

売上高 （千円） 3,220,334 4,141,611 14,874,086

経常利益 （千円） 497,043 755,206 2,201,461

四半期（当期）純利益 （千円） 265,997 474,148 1,440,794

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 233,939 480,175 1,484,421

純資産額 （千円） 15,029,981 16,322,955 16,164,373

総資産額 （千円） 21,287,978 25,122,666 25,035,295

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 12.54 22.36 67.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 22.11 －

自己資本比率 （％） 70.6 64.7 64.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第33期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。また、第33期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における当社を取り巻く環境は、建設資機材価格の上昇や人手不足による労務費の

上昇がみられるものの、東日本大震災の復旧・復興、国土強靭化に伴う海岸・河川堤防等の社会インフラの事前防

災対策や長寿命化対策が進展するなど、公共事業が堅調に推移し当社技術を必要とする市場が確実に拡大しており

ます。

当社グループでは、圧入技術で杭を地盤に押し込み、地球と一体化した粘り強い構造物を構築する「インプラ

ント工法」を早くから提唱し実践しており、国際圧入学会（ＩＰＡ）や全国圧入協会（ＪＰＡ）と協働し、科学に

裏付けられた合理的で確かな建設技術として、その普及拡大に努めてきました。

あらゆる現場条件に対応して、急速・省スペース・省力化施工を実現し、求められる機能を有した構造体を確

実かつ早期に構築するインプラント工法は、建設業界の広範に渡る課題を解決する技術として強く求められ、広く

深く浸透しつつあります。

当第１四半期連結累計期間におきましては、新型圧入機「Ｆシリーズ」の最新モデルとして「サイレントパイ

ラーＦ２０１」を発売し、「サイレントパイラーＦ１１１」の開発を発表いたしました。両製品ともに、「モ

ジュール化設計(構成部品の標準化)」に基づき、すべてのパーツを構造・形状・材料から見直し最適化を図り、広

範な地盤条件と施工環境に応じて最適な圧入施工が行える汎用性の高いモデルで、国内外も含めた主力製品として

の普及拡大を確信しております。

また、京都市をはじめとする都市部で、『圧入技術』を応用した耐震地下駐輪場「エコサイクル」の引き合い

が増加しており、「地上に文化を、地下に機能を」という同商品のコンセプトが都市計画の中で確実に浸透してき

たことを実感しております。

このような状況のもと、当第１四半期連結累計期間における売上高は4,141百万円（前年同四半期比28.6％増）

となりました。利益面においては、営業利益717百万円（同53.7％増）、経常利益755百万円（同51.9％増）、四半

期純利益474百万円（同78.3％増）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①建設機械事業

　建設機械事業におきましては、「サイレントパイラーＦ１０１」等の新型圧入機の販売が好調に推移し、建設

機械事業の売上高は3,186百万円（前年同四半期比39.9％増）、セグメント利益は956百万円（同78.4％増）とな

りました。

②圧入工事事業

圧入工事事業におきましては、高知県の高知海岸における堤防耐震改良工事を始めとする「インプラント堤

防」等の防災・減災に関する工事受注が増加しております。圧入工事事業の売上高は955百万円（前年同四半期

比1.4％増）、セグメント利益は41百万円（同70.2％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ87百万円増加して、25,122百万円

となりました。これは、機械装置及び運搬具等の固定資産の増加794百万円に対し、現金及び預金等の流動資産

の減少706百万円の差引合計によるものであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ71百万円減少して、8,799百万円とな

りました。これは、製品機能維持引当金等の固定負債の増加９百万円に対し、未払法人税等等の流動負債の減少

81百万円の差引合計によるものであります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ158百万円増加して、16,322百万円

となりました。これは利益剰余金等の増加によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は131百万円であり、セグメントは全額

「建設機械事業」であります。なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に

重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,800,000

計 49,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年１月13日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 21,899,528 21,899,528
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数は100株で

あります。

計 21,899,528 21,899,528 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年９月１日～

平成26年11月30日
－ 21,899 － 3,240,431 － 4,400,708

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 692,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　21,190,500 211,905 －

単元未満株式 普通株式　　　16,828 － －

発行済株式総数 21,899,528 － －

総株主の議決権 － 211,905 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。また、「議

決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

②【自己株式等】

平成26年11月30日現在
 

所有者の氏名また
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社技研製作所
高知県高知市布師田

3948番地１
692,200 － 692,200 3.16

計 － 692,200 － 692,200 3.16

　（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てしております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年９月１日から平

成26年11月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成26年９月１日から平成26年11月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,226,612 4,789,288

受取手形及び売掛金 ※２ 4,053,908 ※２ 4,764,700

製品 672,739 549,452

仕掛品 2,169,804 1,990,282

未成工事支出金 18,636 32,870

原材料及び貯蔵品 806,308 1,165,909

繰延税金資産 728,655 740,735

その他 357,514 294,658

貸倒引当金 △18,757 △19,402

流動資産合計 15,015,422 14,308,495

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,421,806 2,607,631

機械装置及び運搬具 5,260,049 5,722,587

土地 5,613,951 5,613,158

建設仮勘定 740,465 704,909

その他 565,831 615,243

減価償却累計額 △6,421,839 △6,505,852

有形固定資産合計 8,180,265 8,757,678

無形固定資産 44,256 43,508

投資その他の資産   

投資有価証券 193,784 405,996

繰延税金資産 390,325 381,259

その他 1,211,602 1,226,090

貸倒引当金 △362 △362

投資その他の資産合計 1,795,351 2,012,984

固定資産合計 10,019,873 10,814,171

資産合計 25,035,295 25,122,666
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年11月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 3,587,851 ※２ 3,896,252

短期借入金 255,462 250,432

未払法人税等 1,009,533 302,616

賞与引当金 403,990 127,124

その他の引当金 10,531 17,097

その他 1,053,115 1,645,762

流動負債合計 6,320,484 6,239,285

固定負債   

長期借入金 1,224,744 1,165,166

製品機能維持引当金 505,169 551,743

退職給付に係る負債 4,004 4,004

その他 816,519 839,511

固定負債合計 2,550,436 2,560,424

負債合計 8,870,921 8,799,710

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,240,431 3,240,431

資本剰余金 4,400,749 4,400,749

利益剰余金 8,866,389 8,980,015

自己株式 △302,545 △302,545

株主資本合計 16,205,024 16,318,649

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,928 10,031

為替換算調整勘定 △75,127 △77,204

その他の包括利益累計額合計 △73,199 △67,173

新株予約権 32,549 71,478

純資産合計 16,164,373 16,322,955

負債純資産合計 25,035,295 25,122,666
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年９月１日
　至　平成25年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年９月１日
　至　平成26年11月30日)

売上高 3,220,334 4,141,611

売上原価 1,969,532 2,473,225

売上総利益 1,250,801 1,668,386

販売費及び一般管理費 783,829 950,794

営業利益 466,972 717,592

営業外収益   

受取利息 273 1,234

受取配当金 － 90

不動産賃貸料 4,997 5,003

為替差益 26,591 38,126

その他 4,175 4,305

営業外収益合計 36,038 48,759

営業外費用   

支払利息 3,196 2,596

不動産賃貸費用 873 7,239

その他 1,898 1,309

営業外費用合計 5,967 11,145

経常利益 497,043 755,206

税金等調整前四半期純利益 497,043 755,206

法人税等 231,045 281,057

少数株主損益調整前四半期純利益 265,997 474,148

四半期純利益 265,997 474,148
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年９月１日
　至　平成25年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年９月１日
　至　平成26年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 265,997 474,148

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 5,690 8,103

為替換算調整勘定 △37,747 △2,077

その他の包括利益合計 △32,057 6,026

四半期包括利益 233,939 480,175

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 233,939 480,175

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

　１．保証債務

     下記のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年８月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成26年11月30日）

日本ジュウキケンセツ㈱ 14,707千円 日本ジュウキケンセツ㈱ 13,446千円

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日で

したが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額

は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年８月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年11月30日）

受取手形 301,349千円 320,448千円

支払手形 487,967 481,889

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年９月１日
至　平成25年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年９月１日
至　平成26年11月30日）

減価償却費 92,321千円 144,567千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日）

配当金支払額

平成25年11月28日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

 　　　・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・169,659千円

（ロ）１株当たり配当額・・・・８円

（ハ）基準日・・・・・・・・・平成25年８月31日

（ニ）効力発生日・・・・・・・平成25年11月29日

（ホ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年９月１日　至　平成26年11月30日）

配当金支払額

平成26年11月21日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

 　　　・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・360,523千円

（ロ）１株当たり配当額・・・・17円

（ハ）基準日・・・・・・・・・平成26年８月31日

（ニ）効力発生日・・・・・・・平成26年11月25日

（ホ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金

EDINET提出書類

株式会社技研製作所(E01690)

四半期報告書

12/16



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
合計

調整額

(注)1

四半期連結損益計

算書計上額(注)2 建設機械事業 圧入工事事業

売上高      

外部顧客への売上高 2,278,131 942,202 3,220,334 － 3,220,334

セグメント間の内部

売上高または振替高
250,535 － 250,535 △250,535 －

計 2,528,666 942,202 3,470,869 △250,535 3,220,334

セグメント利益 536,224 139,757 675,981 △209,009 466,972

（注）１．セグメント利益の調整額△209,009千円には、セグメント間取引消去7,738千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△216,748千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年９月１日　至　平成26年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
合計

調整額

(注)1

四半期連結損益計

算書計上額(注)2 建設機械事業 圧入工事事業

売上高      

外部顧客への売上高 3,186,333 955,277 4,141,611 － 4,141,611

セグメント間の内部

売上高または振替高
233,746 － 233,746 △233,746 －

計 3,420,079 955,277 4,375,357 △233,746 4,141,611

セグメント利益 956,841 41,594 998,435 △280,843 717,592

（注）１．セグメント利益の調整額△280,843千円には、セグメント間取引消去△24,840千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△256,002円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

EDINET提出書類

株式会社技研製作所(E01690)

四半期報告書

13/16



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年９月１日
至　平成25年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年９月１日
至　平成26年11月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 12円54銭 22円36銭

（算定上の基礎）   

　四半期純利益金額（千円） 265,997 474,148

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 265,997 474,148

　普通株式の期中平均株式数（株） 21,207,400 21,207,252

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 22円11銭

（算定上の基礎）   

　四半期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） － 234,827

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―――――――― ――――――――

　（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年１月13日

株式会社技研製作所

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浅 井　愁 星　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安 田　智 則　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社技研製

作所の平成26年９月１日から平成27年８月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年９月１日から平

成26年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年９月１日から平成26年11月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社技研製作所及び連結子会社の平成26年11月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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